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１.はじめに 

 近年、過去 50年以上に渡って表面コーティング剤、消泡剤、クリーニング、シャンプーなどに使用され 1）、一部の有機

フッ素化合物の環境中や生体内での最終分解生成物である有機フッ素化合物ペルフルオロオクタンスルホン酸（PFOS; 

Perfluorooctane Sulfonate）とペルフルオロオクタン酸（PFOA; Perfluorooctanoic Acid）のヒトへの毒性や蓄積性の影響が懸念

されている。これらは下水処理場の放流口において高濃度で検出される事例が多いが、下水処理場における実態調査が行わ

れた例は世界的に見てもごくわずかで、挙動について未解明な部分が多いのが現状であり、下水処理場におけるこれらの物

質の挙動の把握は重要な課題であると考えられる。そこで、本研究では家庭排水や産業廃水が集約する場である下水処理場

を対象として実態調査を行いPFOS、PFOAの挙動の把握を試みた。 

２.調査および分析方法 

１）調査の方法 

 調査の対象であるA処理場は水処理系4系列、汚泥濃縮系3系列で構成され、水処理第4系の一部で超高度処理（オゾ

ン、生物活性炭）の実証調査が行われている。第 1回目の調査（2005年 9月 27, 28日）では流入水、放流水、水処理第 3

系（A2O法）の最初沈殿池流入水から急速砂ろ過池流出水、超高度処理の処理水を採水し溶存態のみを分析した。第 2回

目の調査（2006年1月5日）では水処理第4系（ステップ流入式多段硝化脱窒法）に着目し、第1回目と同様に各処理過

程において溶存態と懸濁態を分析した。採水方法は、自動採水器（採水日前日午前10時から採水日午前9時まで1時間間

隔で採水したものを等量混合）による採水（5サンプル）とスポット採水（5サンプル）で行った。 

２）分析の方法 

 PFOS、PFOAの分析のフローチャートを図1に示す。試料 1Lを

ガラス繊維ろ紙（GF/B）でろ過し、溶存態と懸濁態に分けて分析し

た。溶存態に関しては、ろ液をコンセントレーターSPC10 (Waters) (流

速 10mL/min）でコンディショニング済みのカートリッジ Presep-C 

Agri (Short, Wako)に通水させ、脱水後メタノール3mLで溶出した。

溶出液を窒素ガスで濃縮乾固させた後、50％メタノール1mLに再溶

解させ、これを溶存態の測定用試料とした。懸濁態に関しては、ろ

紙を48時間乾燥させた後、ステンレススチール製のセルにろ紙ごと

挿入し隙間をガラスビーズで充填した後、高速溶媒抽出装置

ASE-200（抽出条件：セルサイズ33mL, 温度100℃, 加熱時間5分, 静

置時間10分, 圧力2000psi, 3サイクル）を用いてメタノールで抽出

を行った。抽出液はロータリーエバポレータ（EYELA）で数mLま

で濃縮し、濃縮液を別のプラスチック容器に移し純水で1Lに希釈し

た。この試料1Lに対して溶存態と同様の前処理を行い、懸濁態の測

定用試料とした。測定は、LC/MS/MS（LC：UMA（Michrom 

BioResources）, MS/MS：TSQ7000（Thermo Electron））で行った。 
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図1　PFOS、PFOAの分析のフローチャート
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３.調査結果および考察 

 調査したすべての処理水からPFOS、PFOAが検出された。なお、S/N比が3

となる検出下限値はPFOSが0.1ng/L、PFOAが0.2ng/Lであった。第2回目の

調査において流入水と放流水における濃度を比較すると、PFOS では 3.8 倍

（7.9→30.3ng/L）、PFOA では 1.2 倍（54.3→66.8ng/L）に増加した。ここで、

PFOS、PFOA の溶存態と懸濁態の構成比率を図 2 に示す。懸濁態の占める比

率は、最初沈殿池流入水、流出水においてPFOSでは21、42％であり、PFOA

では 6、8％であった。また、生物反応槽流出水、返送汚泥においては、PFOS

ではそれぞれ 96、99％、PFOAでは 86、92％であった。最終沈殿池以降はほ

ぼ全量が溶存態として検出された。これらの結果から、PFOS、PFOAはともに

活性汚泥へ強く吸着すること、PFOSはPFOAより吸着しやすいことが示唆さ

れた。次に、PFOS、PFOA のフラックスの変化を図 3 に示す。なお、フラッ

クスは流量と濃度の積で算出した。第4系では急速砂ろ過後の39％の処理水に

対して超高度処理が行われていた。急速砂ろ過流出水のフラックスは最初沈殿

池流入水に比べて、PFOSでは1.5倍に、PFOAでは1.9倍に増加した。これは、

PFOS、PFOA前駆物質が生物反応槽で微生物によりPFOS、PFOAに分解され

たと推測された。なお、一部の処理場において同様の結果が得られたと報告され

ックスは最初沈殿池流入水に比べて、PFOSで81倍、PFOAで25倍と大きかった。このことから返送汚泥により、PFOS、

PFOA が活性汚泥に吸着した状態で生物反応槽と最終沈殿池との間を循環している可能性が示唆された。超高度処理では

PFOSのフラックスは減少し、PFOAはあまり減少しなかった。PFOSのフラックスの減少には、オゾンによる酸化分解や

活性炭への吸着が影響したと推測された。一方、オゾン反応槽での PFOA のフラックスの減少には、オゾンによる酸化分

解の影響が、生物活性炭槽でのフラックスの増加には、微生物による前駆物質の分解の影響がそれぞれ推測された。なお、

第1回目の調査においても溶存態について同様の傾向が得られた。 
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図2　溶存態と懸濁態の構成比率
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図3　水処理第4系のPFOS、PFOAのフラックスの変化
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４.まとめ 

 下水処理場を対象に PFOS、PFOA の挙動を調査した結果、各処理過程における詳細な挙動が明らかとなった。特に、下

水処理場における PFOS、PFOAの多くが活性汚泥に吸着して存在していることや、PFOSの除去に関してはオゾン、生物

活性炭による超高度処理が有効な手段の一つである可能性が示唆された。今後は前駆物質の分析法を検討し、分解過程を含

めた挙動を把握することが重要であると考えられる。 
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